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COVID-19 の感染拡大に伴い人々の行動は大きく変容した．長きに亘る外出自粛は経済に甚大な影響を

与えた．COVID-19 の感染拡大抑止策は感染拡大防止と経済活動回復に向けた取り組みをバランスよく取

り入れることが求められるだろう．そのためには，都市空間の特性に着目した各種の人々の活動量を把握

することが重要である．そこで本研究では，札幌市を対象に都市計画基礎調査とモバイル空間統計データ

を用いて，滞在する建物用途別の滞在人口の変化量を因子分析により把握する．また，クラスター分析を

行い，各因子の都市空間分布特性を確認する．これにより COVID-19 とその対応策が都市空間における

人々の活動に及ぼした影響を解明する． 
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1． はじめに 

 

COVID-19感染症は2019年末から急速に世界中に広が

り，21世紀における最も危険なパンデミックの一つとな

った．2021年9月中旬までに，感染者の総数は2億3千万

人以上に達し，470万人以上の命が奪われた1)．COVID-

19感染症が拡大した2020年度には，日本国内においては

感染拡大防止と経済活動回復のための施策が並行して実

施された．具体的には感染拡大防止策として緊急事態宣

言や酒類提供地域での飲食店休業要請が挙げられる．ま

た，経済活動回復策としてはGo To トラベル事業，Go To 

Eat キャンペーン事業が挙げられる．これらの施策はコ

ミュニティ間の接触頻度を低下させ，かつ経済を回復さ

せるために行われたが，施策の評価において詳細な都市

構造と活動量の関係性を把握するまでに至っていない． 

今後の施策の意思決定のためには，過去の施策の実行

時期に都市に及ぼされた影響を時空間的に把握し，日常

生活に与えた行動変容パターンを解析することが不可欠

である．都市空間という比較的大きなスケールで，施策

による人々の行動変容への影響を評価する場面において

は，都市内活動量を集約的に把握できる指標が必要であ

る．これによって施策が都市空間に与えた影響を整理し，

適切なインパクトを想定したうえで，今後の活動量増減

に関わる制約や緩和を実施する事が求められている． 

 

 

2． 既存研究の整理と本研究の位置づけ 

 

パンデミック下における都市活動量の変化を把握する

ためにビッグデータを活用した様々な研究が行われてい

る．著者らは先行研究2)において，モバイル空間統計デ

ータ3)を用いて滞在人口増減率の時系列推移を，感染拡

大防止策，経済活動回復策の実施時期と共に整理した．

都市活動量を集約的に把握した既存研究として，Hara. et 

ol. 4)はモバイル空間統計データを用いて旅行行動の時系

列変化の指標を作成し，日本全国の旅行行動，県間移動，

人口密度指数と各種宣言との時系列的な関係性を把握し

た．赤塚ら5)はモバイル空間統計データに因子分析を適

用し，得られた因子を4次メッシュ産業別従業者数デー

タとの相関を用いて解釈し，差分データを重回帰分析す

第 64 回土木計画学研究発表会・講演集

 1



 

 

ることで因子毎の時系列変化を把握している．  

本研究では，まず，Hara. et ol.の最小移動仮定における

トリップ数の考え方により，札幌市における都市活動量

の時系列推移を確認した．次に，赤塚らの因子分析の手

法を援用し，札幌市において都市の活動量減少に関わる

特徴量を抽出する．ここでは，課題として挙げられてい

た行列データの中身の改善を図るべく，2年分のモバイ

ル空間統計データからCOVID-19感染拡大前後を比較し

て，活動量の減少率が最も高い週，すなわち特徴量が最

も現れていると推測される週において因子分析を適用す

る．また，得られた因子の解釈に都市計画基礎調査の建

物用途別延床面積を用いる．加えて本研究では，活動量

変化の時空間特性の集約的把握を実現するために，因子

得点を利用したクラスター分析を行い，各因子の都市空

間分布を確認する．さらに，緊急事態宣言が発令された

前後の週に同手法を適用し，札幌市内の第一回緊急事態

宣言前後の時期における行動変容の時空間特性を把握す

る． 

 

 

3． データの概要 

 

本研究で使用したデータの概要を以下に示す． 

 

(1) モバイル空間統計 

 モバイル空間統計データとはドコモの携帯電話ネット

ワークの仕組みを使用して作成される 24時間，365日の

滞在人口が取得可能な人口統計データである．「性別」

「年代」「居住エリア」「国・地域」などの属性を付与

することもできるが，本研究では日付，時間，メッシュ，

滞在人口のみを含むデータを使用する．また，集計エリ

アの単位は 500mメッシュとし，2019 年，2020 年の第 2

週から第 52週（2019年 1月 7日から 12月 22日及び 2020

年 1月 6日から 12月 20日）のデータを週毎に表-1の集

計条件で使用する．なお，欠損値を 1つでも含むメッシ

ュは除外し，札幌市 1238メッシュを対象とした． 

 

(2) 都市計画基礎調査 

 都市計画基礎調査データ6)とは，都市計画法に基づい

て，都市の現況及び将来の見通しを定期的に把握する為

の調査である．本研究では，2019年札幌市の都市計画

基礎調査から建物用途別延床面積を使用した．建物用途

分類は34区分に分けられた小分類を採用し，それらを

独自に設定した分析のための8分類(表-2)に集約し，メッ

シュごとに8分類毎の建物用途別延床面積の合計値を算

出した． 

 

表-1 モバイル空間統計の集計条件 

 

期間 分類 曜日

月・火・水・木・金

（平日の祝日を除く）

土・日

（平日の祝日を含む）

平日

休日

2019年及

び2020年

第2週～

第51週

表-2 建物用途小分類と8分類の対応 

 

都市計画基礎調査 建物数

建物用途小分類

専用住宅

共同住宅

一般店舗併用住宅

飲食店併用住宅

事務所併用住宅

作業所併用住宅

業務施設

集合販売施設

宿泊施設

専用店舗施設

興業施設

遊技施設

スポーツ施設

4 風俗娯楽施設 風俗営業施設 128

地方国家施設

自治体施設

教育施設

研究施設

文化施設

宗教施設

記念施設

医療施設

運動施設

社会福祉施設

厚生施設

農業施設

漁業施設

通信施設

運輸倉庫施設

重化学工業施設

軽工業施設

サービス工業施設

家内工業施設

供給処理施設

395,051

8,674

5,738

612

2,622文教施設6

本研究における
8分類

住居施設1

専用商業施設2

店舗娯楽施設3

5 官公署施設

7 厚生施設 3,375

都市工場農業施設8 8,132
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4． 都市活動量の時系列推移 

 

 札幌市における都市活動水準を年間を通して把握する

為に，まずHara. et ol.により提案された最小移動仮定のも

とでのトリップ数6)の増減と，減少率の年間推移を確認

する．最小移動仮定とは，あるエリア𝑖における時刻𝑡の

トリップ数を，連続する2時点間の絶対値差分の平均の

総和と仮定するものである（式(1)）．2年間で対応する

週の差分データを用いた減少率を導入することで，ゴー

ルデンウィークやお盆といった連休や，季節性の活動量

増減の影響を排除し，各週の活動量変化を比較する事が

可能である．2019年，2020年の平休日別最小移動仮定に

おけるトリップ数の週平均値の推移を図-1に示す．ま

た，図-2には最小移動仮定におけるトリップ数減少率の

推移を示す． 

𝐷𝑡 = ∑ ∑∑
|𝑥𝑖,𝑡 − 𝑥𝑖,𝑡+1|

2
𝑖∈𝐼

23

𝑡=0

𝐼=1238

𝑖=1

(1)
 

 年間の傾向として，トリップ数の減少率には2つのピ

ークがみられる．1つは4月第2週付近での大きな減少率

の増加，もう1つは，10月第4週から11月第3週にかけて

の減少率の増加である．行政の施策と重ねて考察すると, 

1つ目のピークは緊急事態宣言であり，2つ目のピークは

すすきの地区への休業要請である． 

5． 都市活動変化の時空間分解 

 

(1) 都市活動把握の考え方 

 現在用いられている混雑統計の指標は，あるエリアの

都市活動量を特定の施設で代表させたり，もしくは集約

したりして，空間的に一様でない活動量の大小を表現し

きれていない．また，時間帯を固定していることが多く，

時系列変動を集約的に表現するに至っていない．本章で

は，赤塚らの先行研究から因子分析の手法を援用し，札

幌市における都市活動変化の時空間分解を行う． 

 

(2) 都市活動変化の分析方法 

 都市活動量の時系列推移を確認し，5月第3週が最も減

少率が高かったことから，2020年5月第3週が「COVID-

19流行後」の都市活動量減少に関わる特徴量をよく含む

と捉え，因子分析の対象とする．因子分析に用いる行列

データは，平日休日それぞれの「COVID-19流行前滞在

人口」と「COVID-19流行後滞在人口」の差分をとった

 
図-1 最小移動仮定におけるトリップ数の時系列推移 

 
図-2 最小移動仮定におけるトリップ数減少率の時系列推移 

 

表-3 平日休日別の各因子の因子負荷量 

 

表-4 各因子と建物用途別延床面積の相関係数 

 

昼間の減少 夜間の減少 深夜の減少 昼間の減少 夜間の減少 深夜の減少

0 -0.2 0.4 0.8 -0.2 0.2 1.0

100 -0.2 0.3 0.9 -0.2 0.1 1.0

200 -0.1 0.2 0.9 -0.1 0.1 1.0

300 0.0 0.1 1.0 0.0 0.0 1.0

400 0.0 0.0 1.0 0.0 0.0 1.0

500 0.1 -0.1 1.0 0.1 -0.1 1.0

600 0.1 -0.1 1.0 0.2 -0.1 0.9

700 0.2 -0.1 0.9 0.3 -0.1 0.8

800 0.8 -0.1 0.4 0.5 -0.1 0.7

900 1.0 -0.1 0.1 0.7 -0.1 0.5

1000 1.0 0.0 0.0 0.9 0.0 0.2

1100 1.0 0.0 0.0 1.0 0.0 0.0

1200 1.0 0.0 -0.1 1.0 0.0 0.0

1300 1.0 0.0 -0.1 1.0 0.1 0.0

1400 1.0 0.0 -0.1 0.9 0.2 -0.1

1500 1.0 0.0 -0.1 0.8 0.4 -0.1

1600 1.0 0.1 -0.1 0.7 0.5 -0.1

1700 1.0 0.1 -0.1 0.5 0.7 -0.2

1800 0.8 0.3 0.0 0.4 0.7 -0.1

1900 0.7 0.4 0.1 0.2 0.9 0.0

2000 0.5 0.5 0.3 0.1 0.8 0.2

2100 0.2 0.6 0.4 0.0 0.7 0.5

2200 0.0 0.6 0.6 -0.1 0.5 0.7

2300 -0.1 0.5 0.7 0.0 0.2 0.9

平日 休日
時刻

建物用途

8分類 昼間の減少 夜間の減少 深夜の減少 昼間の減少 夜間の減少 深夜の減少

住居 -0.1 -0.1 0.1 0.1 -0.1 -0.1

専用商業 0.9 0.5 0.6 0.6 0.5 0.9

店舗娯楽 0.5 0.7 0.6 0.7 0.5 0.5

風俗娯楽 0.2 0.8 0.7 0.8 0.5 0.2

官公署 0.3 0.1 0.1 0.1 0.1 0.2

文教 0.3 0.0 0.2 0.1 0.1 0.2

厚生 0.1 0.0 0.1 0.1 0.0 0.0

都工農 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.2

平日 休日
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（1238メッシュ）×（24時点）の行列データである．尚，

因子の解釈を容易にする為，因子軸にプロマックス回転

を行い，因子数の決定には既存研究7)を参考に，対角

SMC並行分析を用いた．上記の検討から因子数を3と決

定した． 

 

(3) 札幌市における因子分析の結果 

 得られた平日休日別の3因子の因子負荷量を表-3に示

す．因子負荷量の時間分布から，それぞれ平日休日別に

各因子に対して「昼間の人出の減少」「夜間の人出の減

少」「深夜の人出の減少」と名付けた．平日休日の因子

負荷量の分布の違いについて，休日の方が昼間活動の開

始時間が遅く，終了時間が早い．また，休日の方が，夜

間の人出の減少の因子をよく抽出している．データの背

後にある滞在人口変化のパターンをさらに考察する． 

 図-3から図-8おいて，平日休日別の3因子における因

子得点を示す．また，表-4において各因子の因子得点の

分布と建物用途8分類の分布との相関係数を示す．図-3

より，平日の「昼間の人出の減少」においては，オフィ

ス街を含む中心市街地において活動量の減少がみられ，

建物用途8分類では専門商業施設との強い相関，及び店

舗娯楽施設，官公署施設，文教施設との相関がみられた．

  
図 3 「平日昼間の人出の減少」因子得点分布 図 6 「休日昼間の人出の減少」因子得点分布 

  
図 4 「平日夜間の人出の減少」因子得点分布 図 7 「休日夜間の人出の減少」因子得点分布 

  
図 5 「平日深夜の人出の減少」因子得点分布 図 8 「休日深夜の人出の減少」因子得点分布 

 

© Open StreetMap contributes 

© Open StreetMap contributes 

© Open StreetMap contributes 

© Open StreetMap contributes 

© Open StreetMap contributes 

© Open StreetMap contributes 
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図-4より，平日の「夜間の人出の減少」においては，繁

華街を含むエリアで活動量の減少が見られ，店舗娯楽施

設，風俗娯楽施設との強い相関及び，住居施設との負の

相関がみられた．図-5より，平日の「深夜の人出の減少」

は，郊外から中心市街地に向かって同心円状に活動量減

少が波及し，風俗娯楽施設，店舗娯楽施設，専用商業施

設との相関がみられる．図-6より，休日の「昼間の人出

の減少」においては，平日と比較して，官公署施設，文

教施設との相関が低くなっており，店舗娯楽施設，風俗

娯楽施設と活動量減少の相関が高くなっている．図-7よ

り，休日の「夜間の人出の減少」においては，繁華街の

活動量の減少が専用商業施設，店舗娯楽施設，風俗娯楽

施設と相関をもって表現されている．図-8より，休日の

「深夜の人出の減少」においては，中心市街地，郊外の

大規模量販店を筆頭に，専用商業施設との強い相関，店

舗娯楽施設との相関がみられる． 

 

 

6． 都市活動量変化の時空間特性の集約的把握 

 

(1) 時空間特性の集約の必要性 

因子分析の結果，都市活動量の時間帯別変化パターン

を，平日休日別の3因子に大別した．また各因子毎に因

子得点と建物用途別延床面積との相関を確認した．これ

により，都市空間の活動量変化を断面的にとらえること

ができた．しかしながら，今後の施策の意思決定のため

の分析という原点に立ち返るとき，メッシュ1つに対し

て6つの因子と8種の相関を確認する事は煩雑である．ま

た，因子分析に用いた斜行回転の特性上，因子間に相関

関係を認めている．今回の分析においても，各因子間に

平均して0.55の相関があった．活動量の減少量に関して，

時空間的に同様の傾向を示すエリアがあることが推測さ

れる．これらを一元的に把握する為，時空間特性を集約

する必要がある．人流パターンに類似性があるメッシュ

を集約的に把握する為，因子得点の空間分布に着目して，

クラスター分析を行う．クラスター分析は平日休日別の

3因子からなる計6因子の因子得点を用い，非階層型クラ

スタリング手法であるk-meams法により行う．クラスタ

ー数は変数の集約を目的とする為，検討の結果4つに設

定した． 

 

(2) 札幌市におけるクラスター分析の結果 

分析結果の空間分布を図-9に，クラスター内の因子別

因子得点の平均値を表-5に示す．クラスター1は平日夜

間，平日深夜，及び休日昼間で活動量の減少が顕著であ

るエリアを集約している．空間分布を確認すると，すす

きの地区を含む繁華街が該当する．クラスター2は平日

昼間及び休日夜間，休日深夜に活動量が減少しているエ

リアを集約している．市内の分布においては，さっぽろ

駅，大通り地区を含むオフィス街，また，札幌ドームを

含むエリアが該当する．クラスター3は全時間帯におい

て活動量の減少が見られるエリアを集約している．市内

の分布を確認すると，官公署施設を含む中心市街地，新

さっぽろ駅周辺の副都心エリアが該当する．クラスター

4では集約したエリアの因子得点の平均値が，全時間帯

で負となった．すなわち，活動量の微増エリアを集約し

ている．エリアの分布は住居施設を多く含む非中心地域

となった．これらより，札幌市全域を俯瞰すると，繁華

街を含む中心市街地では平日夜間及び休日昼間において

顕著に活動量が減少している事，オフィスを含む中心市

街地では平日昼間及び休日夜間，深夜において活動量が

減少している事，住居施設を多く含む非中心市街地にお

いては全時間帯で活動量が微増した，もしくはあまり変

化していないことが把握できる． 

 

 

7． 施策前後の活動量変化の時空間分布 

 

(1) 対象施策と分析の諸条件の決定 

 本章では行動変容に関わる施策実行前後での都市にお

ける活動量の変化を観測する．対象施策は2020年におい

て人々の行動変容に大きな影響を及ぼした第1回緊急事

 
図 9 因子得点を用いたクラスター分析の結果 

表-5 クラスターにおける各因子の因子得点の平均値 

 

1 2 3 4

平日昼間 4.7 11.7 3.3 -0.1

平日夜間 19.4 6.3 -0.6 -0.1

平日深夜 17.1 4.1 3.2 -0.1

休日昼間 20.2 4.4 2.8 -0.1

休日夜間 11.0 11.2 0.7 -0.1

休日深夜 5.2 12.5 2.8 -0.1

© Open StreetMap contributes 
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態宣言（2020年4月17日開始）とする．分析対象週の検

討について，前章では，最も特徴量が抽出できるように

2019年と2020年の最小移動仮定におけるトリップ数減少

率が一番高い週を因子分析に適用した．しかし，都市活

動に制約を与える施策は前年度との活動量の減少率とは

関係なく，実行時点での感染者数増加を受けて，感染拡

大を抑えるために実施される．故に，施策によって人流

がどのように変動したかを比較するためには，宣言前後

の変化量を分析に用いることが適切である．また，分析

対象とする週は施策の周知期間を十分に考慮する必要が

ある．そこで，宣言開始の2週間前である3月第4週，及

び宣言開始の2週間後である4月第4週とを分析対象週と

した．因子分析において抽出する因子数は対角SMC並

行分析の結果，2因子と決定し，クラスター数は前章と

同様に4つとした． 

 

(2) 施策前後の変化量を用いた因子分析の結果 

 得られた平日休日別の2因子の因子負荷量を表-6に示

す．因子負荷量の時間分布から，それぞれ平日休日別に

各因子に対して「昼間の人出の減少」「夜間の人出の減

少」と名付けた．平日休日の因子負荷量の分布について，

2019年との比較時よりも平日休日の差異が少ない．宣言

前にすでに行動変容が生じており，行動パターンが単調

化していることが推測される．休日の方が昼間活動の開

始時間が遅く，終了時間が早いことは同様である． 

 図-10から図-13おいて，平日休日別の2因子における

因子得点を示す．また，表-7において各因子の因子得点

の分布と建物用途8分類の分布との相関係数を示す．図-

10より，平日の「昼間の人出の減少」においては，オ

フィス街を含むエリアで活動量の減少が見られ，専用商

業施設との非常に高い相関と，店舗娯楽施設との高い相

関がみられた．図-11より，平日の「夜間の人出の減少」

においては，繁華街及び，幹線道路を含むエリアで活動

量の減少が見られ，風俗娯楽施設との非常に高い相関と，

店舗娯楽施設との高い相関がみられた．図-12より，休

日の「昼間の人出の減少」においては，2019年との比較

時の休日の「夜間の人出の減少」因子と比べ，活動量の

減少エリアが少なくなっており，宣言前にすでに活動量

が減少していたことが推測される.図-13より，休日の

「夜間の人出の減少」においては，繁華街を含むエリア

で活動量の減少が見られ，専用商業施設との非常に高い

相関及び，店舗娯楽施設での相関がみられる． 

 

(3) 施策前後の変化量を用いたクラスター分析の結果 

分析結果の空間分布を図-14に，クラスター内の因子

別因子得点の平均値を表-5に示す．クラスター1は平日

と休日の「夜間の人出の減少」因子が支配的なエリアで

ある．すすきの地区を含む繁華街エリアが該当する．ク

ラスター2は平日と休日の「昼間の人出の減少」因子が

支配的なエリアである．さっぽろ駅，大通り駅を含むオ

フィス街が該当する．クラスター3は全時間帯での減少

傾向が見られるエリアが集約されている．官公署を含む

中心街や，新さっぽろ駅を含む副都心エリアが該当する．

クラスター4は因子得点の平均値が負となることから，

表-6 平日休日別の各因子の因子負荷量 

 

表-7 各因子と建物用途別延床面積の相関係数 

 

昼間の減少 夜間の減少 昼間の減少 夜間の減少

0 -0.1 1.0 -0.1 1.0

100 -0.2 1.1 -0.2 1.1

200 -0.2 1.1 -0.1 1.1

300 -0.2 1.1 -0.2 1.1

400 -0.1 1.0 -0.1 1.1

500 -0.1 1.0 -0.1 1.0

600 0.1 0.9 0.0 0.9

700 0.4 0.6 0.2 0.8

800 0.8 0.2 0.4 0.6

900 1.0 0.0 0.7 0.3

1000 1.0 -0.1 1.0 0.0

1100 1.1 -0.1 1.1 -0.1

1200 1.1 -0.1 1.1 -0.1

1300 1.1 -0.1 1.1 -0.1

1400 1.0 -0.1 1.1 -0.1

1500 1.0 -0.1 1.1 -0.1

1600 1.0 -0.1 1.0 -0.1

1700 1.0 0.0 1.0 0.0

1800 0.9 0.1 0.9 0.2

1900 0.8 0.3 0.7 0.4

2000 0.6 0.5 0.5 0.6

2100 0.3 0.7 0.3 0.8

2200 0.2 0.9 0.1 0.9

2300 0.0 0.9 0.0 1.0

時刻
平日 休日

建物用途

8分類 昼間の減少 夜間の減少 昼間の減少 夜間の減少

住居 -0.1 -0.1 -0.1 0.0

専用商業 0.9 0.5 0.8 0.5

店舗娯楽 0.6 0.7 0.7 0.7

風俗娯楽 0.3 0.9 0.4 0.9

官公署 0.3 0.1 0.2 0.1

文教 0.2 0.0 0.1 0.0

厚生 0.0 0.0 0.0 0.0

都工農 0.2 0.1 0.2 0.1

平日 休日
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活動量が変化しない，もしくは微増したエリアが集約さ

れている．中心市街地を除く多くのエリアがクラスター

4に該当する． 

 

(4) 時空間特性の集約的把握結果のまとめ 

最小移動仮定によるトリップ数の減少率，分析対象週

を変更し空間特性を集約した2つの図（図-4及び図-6）

から，宣言により，より都市活動量の減少が進んだエリ

アが把握できる．また，宣言前にすでに都市活動量が減

少しており，宣言による都市活動量の減少が少なかった

エリアが推測できる．具体的には札幌市では，第1回緊

急事態宣言により，オフィス街と繁華街を含む中心市街

地において，より活動量が減少した．また，北海道大学

を含むエリア，官公署施設を含む中心市街地エリア，札

幌ドームを含むエリアにおいては，すでに活動量が減少

しており，宣言による行動変容への影響が少なかったこ

とが推測される． 

 

 

8． おわりに 

 本研究では，札幌市を対象として，都市活動量の時系

列解析及び，集約的把握において既存の手法を援用し，

対象期間及び滞在者の滞在目的を推測するデータセット

  
図 10 「平日昼間の人出の減少」因子得点分布 図 12 「休日昼間の人出の減少」因子得点分布 

  
図 11 「平日夜間の人出の減少」因子得点分布 図 13 「休日夜間の人出の減少」因子得点分布 

 

 

図 14 因子得点を用いたクラスター分析の結果 

表-8 クラスターにおける各因子の因子得点の平均値 

 

1 2 3 4

平日昼間 6.5 17.1 4.6 -0.1

平日夜間 21.6 5.1 2.6 -0.1

休日昼間 9.0 16.4 3.9 -0.1

休日夜間 22.9 4.1 2.6 -0.1

© Open StreetMap contributes 

© Open StreetMap contributes 

© Open StreetMap contributes 

© Open StreetMap contributes 

© Open StreetMap contributes 
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の工夫をおこなったうえでの分析を行った．さらに，ク

ラスター分析による時空間特性の集約的把握を行い，施

策が実行された時期の行動変容を考察した．これらから

施策が都市空間に与えた影響の空間分布を表現した．本

研究の課題として，因子得点と建物用途との相関分析で

は，エリアに内在する建物用途別延床面積の総量の値を

用いていることから，必ずしも当該施設での活動量の減

少を表しているわけではないことに注意が必要である．

今後の展望として，別の施策の実行時期における空間特

性を集約し比較したり，別の都市で同様の分析を行い，

異なる都市間で都市活動量の減少における空間分布構造

を比較することが挙げられる． 

 

謝辞：本研究は土木学会土木計画学研究委員会COVID-

19対応モバイル空間統計分析チームの取り組みの一つで

ある．使用した国内人口分布統計（リアルタイム版）モ

バイル空間統計®︎はDocomo Insight Marketing,INCから提供

を受けた．ここに記して深謝の意を表する． 
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TIME-SERIES ANALYSIS OF URBAN ACTIVITY LEVELS BY BUILDING USE 

 WHEN COVID-19 INFECTION SPREADS  

USING MOBILE SPATIAL STATISTICS: CASE STUDY OF SAPPORO CITY 

 

Kota TAKATA, Takumi  ASADA and Mikiharu ARIMURA 

 
The spread of COVID-19 has led to significant changes in people's behavior. In order to curb the spread of COVID-19, it is 

necessary to balance efforts to prevent the spread of the disease and to restore economic activity. For this purpose, it is important 

to understand the amount of activity of various types of people focusing on the characteristics of urban space. In this study, we use 

factor analysis to determine the amount of change in the number of people staying in each type of building, using the Basic Survey 

on Urban Planning and mobile spatial statistics data for Sapporo City. In addition, we will conduct cluster analysis to confirm the 

urban spatial distribution characteristics of each factor. In this way, we will elucidate the effects of COVID-19 and its counter-

measures on people's activities in urban space. 
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